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内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）付

社会システム基盤グループ

H30 SIP補正予算実施方針概要
（本資料は、資料3-1の参考資料）



事業概要・目的

アーキテクチャ構築と実証事業の推進

Society 5.0リファレンスアーキテクチャ

 Society 5.0リファレンスアーキテクチャ（下図）を参照し、官民連携体制により、スマートシ
ティ分野、パーソナルデータ分野、地理系データ分野（自動運転、農業、防災）において、
ＡＩ・ビッグデータ等を活用した実証事業を進め、全体を俯瞰し、分野・企業横断の相互連
携等を可能とするアーキテクチャを構築。

 アーキテクチャに基づき、官民の関係者が共通の見方・理解を踏まえ、技術開発、社会実装、
データ連携、国際標準化、制度整備等を加速し、Society 5.0の実現に寄与する。

すべての関係者が共通の見方・理解を
深め、相互に連携・協調可能な技術
開発や標準化等を合理的に進めるた
めのフレームワーク

戦略・政策

ルール

組織

ビジネス

機能

データ

データ連携

アセット センサー、アクチュエーター
ハードウェア、ネットワーク等

データ収集、データ統合
データクレンジング、IoTデバイス管理等

データセット、語彙・コード、
データカタログ等

サービス、ソリューションを実現する
ための個別機能等

サービス、ソリューション、規約・契約
エコシステム、実証試験等

実施機関、協議会、運営組織等

法律、規則等

ビジョン、スコープ等

セ
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ュ
リ
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ィ
・
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スマートシティ分野

ビッグデータ・AIを活用したサイバー空間基盤技術

アーキテクチャ設計

 多様な分野での実証事業（右記）や国内外のユースケース及
び関係する標準、規格、データ等を整理・構造化し、アーキテク
チャを設計・構築

 分野・企業横断でサービス展開できる都市OS機能、インター
フェース、標準化、データ流通ルール、制度などを検討・反映

実証事業
 物流倉庫から高層ビルへのドローンによる宅配、郵便バイク等のプ
ローブデータを活用した交通事故対策、カメラによる人流予測とイベ
ント等での活用、ウェアラブル端末による健康状態の遠隔監視と高
齢者の見守りなど、交通、エネルギー、インフラ・防災、観光、健康医
療、セキュリティ等の多様な分野での各都市の課題を解決しうる技
術を実証

オフィス

ホテル

病院

住宅

Ｐ

シームレスな交通ナビゲーション

 MaaS（Mobility as a 
Service）でスマートフォ
ンを通してカーシェアや
シェアバイク、公共交通
機関（鉄道、バスなど）
間のシームレスな乗換・
移動を実現

ユニバーサルな情報アクセス
 イベントや災害・避難情報、
行政情報などをデジタルキオ
スクを通して市民に発信

 デジタルキオスクは公衆電話、
USB充電ポート、Wifiスポッ
トとして機能し、居住者・来
街者の情報インフラにも活用

 自動運転シャトルの
導入は、運転手不足
の問題を解決するとと
もに、長期的に交通
弱者のための移動手
段の確保を実現

スマートシティ アーキテクチャモデルイメージ図
（COCN「デジタルスマートシティの構築」より）

配分：１０億円

スマートシティ分野、パーソナルデータ分野における国内外関連事業の整理・構造化や実証事業を通じて、都
市OS設計、国際標準化、データ連携等に資するアーキテクチャを設計・構築し、スマートシティの実現やパーソ
ナルデータの円滑な連携・流通を加速する。

※具体的には研究開発公募等を経て決定していく



パーソナルデータ分野

ドメイン

アーキテクチャ設計

 実証事業（右記）や国内外ユースケース及び関係する標準、
規格、データ、ルール等を整理・構造化し、情報銀行を中心とした
パーソナルデータ分野のアーキテクチャを設計・構築

 事業者横断的なデータ連携に係るルール整備、データフォーマット
及びデータ収集の際のAPIの標準化等の検討・反映

実証事業

 顔認証（本人認証）による決済、ホテルチェックイン、宅配BOX開
錠等の実証や、情報銀行がサービス事業者と連携してパーソナル
データをもとに個人の状況・状態を把握し、ヘルスケアサービスを提供
する実証などを想定

データ・
データ連携層

アセット層

個人

ｳｪｱﾗﾌﾞﾙ
ﾃﾞﾊﾞｲｽ

組織

同意 データ流通

トレー
サビリ
ティ

個人
認証

情報
信託・
同意
機能

データ生成

信頼性
評価

（スコア
リング）

利活用
機能層

パーソナルデータ連携・流通
（情報銀行連携、顔認証による本人認証実現等）

ビジネス層

GPS

トレース
情報

事業者（データ
利用者）のアカ
ウント情報

評価

個人（データ提
供者）の情報、
アカウント情報

データ活用

カメラ スマホ

顔
画
像

本人認証（代行）サービス

住宅・集合住宅
民泊施設・住宅設備

コンビニ・百貨店
スーパー・モール空港・二次交通、ホテル

観光施設・飲食サービス
資格・年齢・会員の証明
期間パスポート・PDS

認
証
結
果

スマートホスピタリティスマートロック スマートリテール スマートID

顔
画
像

認
証
結
果

顔
画
像

認
証
結
果

顔
画
像

認
証
結
果

顔特徴量

共通ID/PDS

顔情報を用いた共通認証サービスの実証イメージ

決済端末

リスク
分析

センサー

ビッグデータ・AIを活用したサイバー空間基盤技術

パーソナルデータ分野
アーキテクチャイメージ図

※具体的には研究開発公募等を経て決定していく



自動運転（システムとサービスの拡張）

データ・
データ連携層

ドメイン

アセット層

ラスト
ワンマイル

磁気マーカ 県道

国道

高速道

自家用車 タクシー 物流

（国道・県道へ拡張）

道路、車両、車線、信号

磁気マーカ情報

ダイナミックマップ高精度3次元地図（高速道）

2次元道路地図データ

自動操舵・自動制動

正着
制御

レーン
キープ

バス

隊列走行
利活用
機能層

Level4自動運転の実現ビジネス層

距離センサ

GPS 準天頂衛星

GPS測位情報 準天頂衛星測位情報

車載カメラ

車間距離情報 カメラ画像

アーキテクチャ設計

物流・移動サービスの
提供や防災分野との
連携のための拡張性・
相互運用性を確保し
たアーキテクチャ設計

 SIP等におけるこれまでの実証事業や実証予定事業（ユースケー
ス）及び関係する標準、規格、データ等を整理・構造化

 さらに、分野横断の実証事業（右記）を行い、拡張性・相互運
用性を確保した自動運転アーキテクチヤを設計・構築

 モビリティデータPF機能、標準API、データ利活用ルール、ダイナ
ミックマップ・SIP4D連携ルール等を検討・反映

実証事業

 災害発生時、災害情報を活用した走行ルートの検索や自動運
転車のプローブ情報による道路被災情報等の提供

 多様な利用者（交通制約者、高齢者等)が、公共施設などを
安全かつ快適に利用できるようにするため、公共交通(鉄道、バス
等)の移動サービスと手荷物等を運送する物流サービス等の連携

配分： ４億円

地理系データを活用した他分野連携の実証事業や既存関連事業等の整理・構造化等を通じて、データ連携、
国際標準化等に資するアーキテクチャを設計・構築し、自動運転の社会実装を加速する。

自動運転アーキテクチャイメージ図

※具体的には研究開発公募等を経て決定していく



時間軸

出荷規格・形態
国内
産地

国内
消費地

生産 流通 消費

品質データ

出荷・取引先データ

自動操舵・自動制動 需給マッチング

直線
キープ

品目選定利活用
機能層

ビジネス層

品質センサ

GPS
準天頂衛星

GPS測位情報
生産履歴データ

積荷データロガー

農地情報 市場データ

アセット層

データ・
データ連携層

アーキテクチャ設計

海外流通・市場へ拡張し
たアーキテクチャ設計

 SIP等におけるこれまでの実証事業や実証予定事業（ユースケー
ス）及び関係する標準、規格、データ等を整理・構造化

 さらに、海外流通・市場まで拡張した実証事業（右記）を行い、拡
張性・相互運用性を確保したスマートフードチェーンアーキテクチャを設
計・構築

 農業生産と物流の連携に必要なデータの抽出、データ標準、物流分
野との連携に必要な取引データ等に関する産地間データ利活用ルー
ル等の検討・反映

スマートフードチェーン構築
作業自動化
圃場無人化

海外
市場

検疫情報 海外市場
データ

効率的な物流ルート

輸出
ルート

コンテナ

POS
消費者
ニーズ

情報端末

スマートバイオ産業・農業基盤技術 配分： ２億円

地理系データを活用した他分野連携の実証事業や既存関連事業等の整理・構造化等を通じて、国際標準
化、データ連携等に資する、生産から流通・消費、海外市場や輸出入も含めたアーキテクチャを設計・構築し、
スマートフードチェーンの社会実装を加速する。

スマートフードチェーンアーキテクチャイメージ図

実証事業
 海外輸出における物流の見える化と広域産地間のデータ連携(出荷
物、品質等)により、農産品ごとの特性に応じた輸送手段・輸送ルー
トの選定、出荷コストの削減、海外ニーズの共有、品目選定の最適
化、トラック・ドライバー不足解消により輸出力強化を図る実証を想定

海外輸出にお
ける共同物流
の最適化

〈農産物データ〉
出荷物データ
品質データ

輸送特性データ等

〈物流データ〉
位置データ

物量・仕向先データ
温度・衝撃データ等

スマートフードチェーンデータ連携

・輸出コスト削減、売上増加の実現
・計画的、定量的、定期的な輸出の実現
・農産物の輸出量拡大と輸出力強化

既存の物流ルート

共同物流ルート

産地が共同物
流を行うことで
輸出用コンテナ
満載量を確保

輸出先：
シンガポール
香港
バンコク
ジャカルタ
大連 等

品目例：
イチゴ トマト 甘藷
牛肉 黒豚

コンテナ
積載率5割

多温度帯とエ
チレン除去ユ
ニットを組み込
んだ混載コン
テナで出荷

 荷主側は、積載率向上による
輸送コストの削減、鮮度保持
効果による商品価値の維持と
減耗率の削減等が可能

 物流企業側は、トラック・ドライ
バー不足解消等、計画的、定
量的、定期的な輸送が可能

※具体的には研究開発公募等を経て決定していく



国家レジリエンス（防災・減災）の強化

データ・
データ連携層

時間軸

アセット層
積雪計

個人

国

防災計画 予報・発災 復旧・復興

津波観測
データ

被災状況把握

ライフライン
状況把握

避難可能
場所把握

安全輸送
ルート把握

利活用
機能層

ビジネス層

SAR衛星

地震計

気象レーダー

衛星SAR画像

コネクティットカー

衛星光学
カメラ画像

避難・救助

アーキテクチャ設計

平常時活用へ
も拡張したアー
キテクチャ設計

 SIP等におけるこれまでの実証事業や実証予定事業（ユースケー
ス）及び関係する標準、規格、データ等を整理・構造化

 さらに、防災情報の平時活用まで想定した実証事業等（右
記）を行い、拡張性・相互運用性を確保した防災分野のアーキ
テクチヤを設計・構築

 SIP4D平常時利用に関する有すべき機能、データ利用ルール、
標準API等の検討・反映

自治体

避難誘導

緊急物資輸送

地震観測
データ

道路規制
情報

電力供給
情報

避難所
位置情報気象データ

上水道
供給情報

人流データ

上水道

光学衛星

海底水圧計

カーナビ

配分： ４億円

地理系データを活用した他分野連携の実証事業や既存関連事業等の整理・構造化等を通じて、国際標準
化、データ連携等に資するアーキテクチャを設計・構築し、災害情報の円滑な共有や平時での活用等を加速
する。

防災アーキテクチャイメージ図

実証事業

 積雪予想時における最適な物流ルートの選定、衛星コンステレー
ションにより広域かつ短周期で得られる衛星データの海域の不審船
の監視や観光のための流氷や紅葉状況把握等、災害関連情報
を平常時に活用し、防犯や民間利用を図る実証等を想定

物流、観光、小売、防犯・・・

※具体的には研究開発公募等を経て決定していく

衛星コンステレーション

気象データ
衛星観測
データ

道路規制
情報

民間企業・自治体による
平常時利用

人流情報


	H30 SIP補正予算実施方針概要
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7

